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．はじめに
EITC (Earned Income Tax Credit) 制度は，所得が一定水準以下の人に対して，勤
労を条件として適用される所得税の税額控除制度である。税額控除額が支払っ
た税金を超える部分については，還付が適用されることから「還付型税額控除








再分配へと大きくシフトすることになった (Collins ed. 2016)
1)
。アメリカの
EITC 制度の規模は，1975 年の EITC 制度開始当初，支給総額が 55 億ドル
（2015 年価格換算）であったが，2015 年には 685 億ドル（1975 年の約 12.5 倍に）
─ 55 ─




へと大きく拡大した (Ballafiore 2019)。規模の拡大は 1980 年代後半以降顕著に
見られ，1990 年，1993 年，2001 年，2009 年の制度改革の影響が大きく，そ
こでの改革を進めるに当たっては大統領のイニシアティブと合わせて議会の影
響が強く現れることになった（Ballafiore 2019 および Collins ed. 2016）。
こうした政治圧力による EITC 制度の規模拡大と合わせて，直近のトランプ





判が高まっている (Drumbl 2019, Maag etc. 2019)。アメリカの EITC 制度は，こ
のように近年，支給総額などの肥大化の課題と合わせて制度の複雑さや給付を
通じるターゲットのあり方をめぐっても制度の政治化が問題視されている
























図  は 2[19 年度の韓国 EITC の給付構造を単独者世帯，片働き世帯，共働
き世帯について示している
b)




逓増 (phase-in)，一定定額 (plateau)，逓減 (phase-out) の三つの局面からの支給パ
ターンになっている。まず逓増局面では，控除支払い最大額に至るまで所得が





2) 金 (2016) 参照。
b) ここでの「単独者世帯」，「片働き世帯」及び「共働き世帯」は租税特例制限法第 1[[ 条の
b（勤労奨励金の申請資格）に基づき次のような区分からなる。「単独者世帯」は配偶者と扶













図  韓国 EITC 支給金の構造
出所：韓国国税庁 HP 参考資料室『勤労奨励金・子女奨励金案内（韓国語)』15 頁
減局面では一定の比率 (phase-out rate) で労働所得の増加応じて控除額が減額さ
れ，ゼロとなる所得水準まで税額控除が減らされる。
ここで片働き世帯で例に見ると，00 万ウォン（日本円でおよそ 0 万円）ま
での所得水準の人が属する逓増局面では，EITC 支給額は稼得所得総額×
150/400 で求められ，00 万〜1400 万ウォン（日本円でおよそ 140 万円）の所得
水準の人が属する一定局面では ¤60 万ウォン（日本円でおよそ ¤6 万円）が一律
に支給される。1,400 万ウォンを越える所得水準の人が属する逓減局面では，
支給最高額から減額される形で，¤60 万ウォン−(稼得所得総額− 1,400 万ウ






































勤労奨励税制導入法案 国会通過¤00ï 年 í¤ 月
「これまでにない規模での給付の提供，給付範囲の拡大，





支給金額の引き上げ（CTC についても）¤0í7 年税制改正（¤0í8 年から適用)
単独者世帯にも対象拡大同 （¤0í4 年から適用)
CTC 制度の導入
表  韓国 EITC 制度の制度変遷（主なもの)





韓国 EITC 制度は ¤008 年 í 月 í 日から制度がスタートし，¤009 年 9 月よ




表  は韓国 EITC 制度の制度変遷（主なもの）を示している。まず ¤008 年








ï) 財産要件としては，「世帯員が前年度 ï 月 í 日時点で所有している財産（土地・建物・自
動車・預金等，大統領令で定める財産）の合計額が ¤ 億ウォン未満でなければならない」こ
となどが設けられている。































8) 韓国 CTC 制度では，出産奨励のほか，養育支援などのため，í8 歳未満の扶養子女 í 人当









































2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
総世帯数（千世帯） 支給総額（10億ウォン）
図  韓国 EITC の推移：支給総世帯数および支給金総額
出所：『韓国国税統計』2017，2018「14-1-1. 勤労・子女奨励金別申請及び支給現況（住所地）」
データに基づき，筆者作成。






によっても確認することができる。図  は EITC の支給世帯総数および支給
田近栄治・花井清人：韓国勤労奨励税制（EITC 制度）の運営と残された課題
─ 61 ─
9) 韓国国税庁 HP 参照。
https://www.nts.go.kr/news/news_01.asp?minfoKey=MINF8420080211204826&page=3&type=V
金総額の推移を示している。韓国 EITC 制度は 2009 年に給付が開始されて以
降，支給世帯総数および支給金総額ともにこの í0 年で大きく増えた。EITC
の規模拡大に当たり，二つの注目すべき変化がある。一つは，20í5 年に韓国
EITC 制度とあわせて導入された CTC 制度が加わることにより申請者も大き
く増え，EITC の支給世帯数および支給金額がともに増えることになった。も
う一つは，20í7 年に登場した文政権による制度拡大の影響である。
EITC は 2009 年の支給開始当初と比べて支給世帯総数，支給金総額の双方
で大きく増加した。20í9 年の支給規模（定期分）は，支給世帯総数は 389 万世
帯（CTC を含めると 473 万世帯，すなわち 2009 年の 59 万世帯から見て 7 ないし 8
倍も増加），支給金総額で見ても 4 兆 3000 億ウォン（CTC を含めると 5 兆 030
億ウォン，2009 年の 4,537 億ウォンと比べて 9.5 倍から íí 倍も増加）となってい
る。
EITC の拡大の中でも特に 20í9 年の改革の影響は注目すべきである。20í9




加となる。また，支給総額については増加した 3 兆 í95 億ウォンのうち，í
兆 3,793 億ウォン（45.7％）は，これまでの要件該当世帯の支給額の引上げ分




（20í7 年『韓国国税統計』データ）と 20í9 年（20í8 年同データ）の EITC 支給に
関して比較分析を行い，20í9 年税制改正による変化に関する考察を行った。
図 a は所得区分別に支給世帯をグルーピングし支給世帯数について，図 b
はその支給総額について比較を行っている。20í9 年改革では，全ての所得区
間で支給世帯数と支給総額が増加した。その中でも特に，所得区分が一番低い
年所得 í 千万ウォン未満である 20í 万世帯（5í.8％）に 2 兆 2,074 億ウォン
（5í.3％）に手厚い支給が提供され，20í8 年に比べ支給世帯数を 93 万世帯，
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2018年 2019年
図 4a 年齢区分別支給世帯総数（万世帯）：2019 改革（2018 年税制改正）の影響
出所：『韓国国税統計』2019「14-3-2. 所得種類別勤労奨励金支給現況Ⅰ（性，世帯類型，年齢，
子女数）」では 20 代以下について区分されたデータが得られなかったため，ここでは韓国
国税庁プレスリリース「勤労奨励金の拡大改編，2019 年上半期分 4,200 億ウォンを最初に
支給 ─青年，高齢者，低所得世帯の所得の増加と所得格差の緩和に寄与―（韓国語）」
2019 年 12 月 18 日発表資料データに基づき筆者作成。
図 4a は年齢区分別にグルーピングして支給世帯数の変化を，図 4b はその
支給総額の変化を示している。年齢別の支給現況では，2019 年改革では 20 代
以下と 60 代以上の世帯に焦点を当てた政策ターゲットを絞った制度改正
（EITC 制度の拡張）であったことが確認できる。国税庁プレスリリースが指摘
するように，特に 20 代の受給世帯に対しては，単独世帯の年齢制限（30 歳以
上）の廃止により，2018 年の 3 万世帯（支給総額 288 億ウォン）から 2019 年
の 107 万世帯（支給総額 9,323 億ウォン）へと給付を大幅に増やした。また，
60 歳以上の受給世帯に対しても所得・財産要件の緩和効果により 2018 年の
55 万世帯（支給総額 3,625 億ウォン）から 2019 年の 94 万世帯（支給総額 1
兆 1,198 億ウォン）へ世帯を増やすのと合わせて支給総額を重点的に増加させ













20代以下 30代 40代 50代 60代以上
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億ウォン
図 4b 年齢区分別支給金総額（億ウォン）：2019 改革（2018 年税制改正）の影響
出所：『韓国国税統計』2019「14-3-2. 所得種類別勤労奨励金支給現況Ⅰ（性，世帯類型，年齢，
子女数）」では 20 代以下について区分されたデータが得られなかったため，ここでは韓国
国税庁プレスリリース「勤労奨励金の拡大改編，2019 年上半期分 4,200 億ウォンを最初に
支給 ─青年，高齢者，低所得世帯の所得の増加と所得格差の緩和に寄与―（韓国語）」
2019 年 12 月 18 日発表資料データに基づき筆者作成。





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































う半期支給制度（早期支給）の導入を試みている。そこでは，2018 年 f 月 10





述の国税庁プレスリリースによれば 111 万世帯からの申請，4,ï50 億ウォンの
申請金額があり，所得・財産資料を通じた厳正な審査の結果，fï 万世帯に総
額 4,207 億ウォン，一世帯当たり平均支給額は 44 万ウォンの給付が行われた。
その内訳として，世帯類型別では単独世帯 58 万世帯（ï0.4％），片働き世帯
35 万世帯（3ï.5％），共働き世帯 3 万世帯（3.1％）と，単独世帯が最も大きい
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─ ï7 ─











































































EITC・CTC の申請期間は ¾ 月 1 日から ¾ 月 31 日までである。申請期間に
申請できなかった場合には申請期間の終了日の翌日から ï か月以内（ï 月 1 日





































て，EITC および CTC 関連業務は所得支援局が担っている。勤労所得支援局
は 2007 年 10 月 1 日に EITC の制度導入と伴に設置された
14)
。EITC 制度拡張
への対応のため，2018 年には 96 名もの職員が増員されることになった
15)
。一





本稿は，アメリカにおける EITC 制度の施行状況を踏まえて，韓国 EITC 制
度の制度改正や給付実績について考察を行った。そこで明らかになったのは以
下の 2 点である。












14) 原山 (2009) 参照。
15) 一山 (2019) 参照。
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韓国国税庁プレスリリース「勤労奨励金の拡大改編，2019 年上半期分 4,200 億ウォンを最初に支
給 ─青年，高齢者，低所得世帯の所得の増加と所得格差の緩和に寄与─（韓国語）」2019
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